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日本振興銀行の旧役員に対する責任追及訴訟の提起について(2) 

 

 

平成 24 年 8 月 21 日 

預金保険機構  

1.  日本振興銀行の取締役であった木村剛ら 4 名を被告とする内金 5 億円の損害賠償請

求事件が、本日（8 月 21 日）、整理回収機構により東京地方裁判所に提訴されました。

預金保険機構は、同行の金融整理管財人として、昨年（平成 23 年）4 月 25 日に実施し

た事業譲渡において、整理回収機構に対し、損害賠償請求債権等も譲渡していたこと

から、当機構ではなく、整理回収機構が提訴したものです。 

 

2.  当機構は、一昨年（平成22年）9月、破綻した同行の金融整理管財人に選任されて以

降、預金保険法 83 条（被管理金融機関の経営者等の破綻の責任を明確にするための

措置）の規定に基づき、破綻までの経営陣の民事・刑事上の責任追及を適正・厳正に

行うための調査を行ってきました。 

その結果、昨年（平成 23 年）8 月、同行が株式会社 SFCG（現在破産手続中）から大

量に債権を買い取ったことにつき、旧経営陣 7 名に対する損害賠償請求訴訟を提起す

るとともに、被告木村がその近親者らに対し、強制執行の引当てになるはずの自己の

責任財産を散逸させていた行為につき、詐害行為取消訴訟を提起するなどしてきました

が、新たに旧経営陣に対する責任追及をすべき案件の発見に至ったことから、今回の

提訴に至りました。 

 

3.  同行は、平成 19 年に中小企業保証機構株式会社（現在民事再生手続中）との間で

保証事業及び審査代行事業に関する業務提携契約を締結するとともに、平成 22 年 4



月までの間に同社に対し、合計 15 回にわたって多額の融資を行いました。調査の結果、

これらの融資のうち、平成 22 年 3 月に行われた合計 85 億円の融資（うち新規流出額は

10 億 5009 万 2056 円。以下「本件融資」という。）については、①同社の財務状況が著し

く悪化しており、かつ、被告らはこれを十分認識していたにもかかわらず、多額の融資

が行われていたこと、②本件融資においては新たな担保が徴求されておらず、新規流

出分については無担保融資であったこと、③当時、日本振興銀行株式の価値が著しく

低下していたところ、被告木村が、本件融資の約 1 週間後、自己の保有する日本振興

銀行株式を中小企業保証機構に大量に売却して多額の利益を得ていたことなどが判

明しました（別紙参照）。 

当機構は、整理回収機構と協議を重ね、本件融資は、旧役員の取締役としての善管

注意義務に違反するものであることはもとより、同行の行ってきた融資の中でも極めて

悪質なものであって、これによって生じた損害については、木村剛ら当時の取締役 4 名

に対し、会社法 423 条 1 項に基づく賠償責任を問うべきであると判断しました。 

また、当機構は、既に提訴済みの損害賠償請求訴訟によって、いわゆる過払い金返

還債務を多数含む商工ローン債権を大量に額面で購入して財務内容を悪化させ、経営

破綻に至る大きな原因の一つを作った事実を明らかにすることができると考えています

が、今回の訴訟を提起することによって、過去の破綻金融機関にはなかった重大な経

営上の問題点を明らかにすることができると考えています。 

すなわち、今回の訴訟を提起することによって、旧経営陣が、中小企業振興ネットワ

ークに加盟していたいわゆるネットワーク企業を悪用して、例えば、不良債権の飛ばし

や経営者の個人的利益の獲得など、様々な不正行為を行っていた実態を法廷の場で

明らかにすることができ、これらによって日本振興銀行が破綻するに至った原因である

問題点を解明するという金融整理管財人としての責務を果たすことができるものと判断

しました。 



4.  当機構としては、整理回収機構に対し、当該訴訟に関する指導・助言を行うほか、今

後も金融整理管財人として鋭意調査を継続し、責任追及をすべき案件が認められた場

合には、民事上の損害賠償請求事件の提訴や関係機関への刑事告訴・告発など民事・

刑事上の責任追及を適正・厳正に実施していく方針です。 

以上 
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